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５．キャリアアップモデル例 賃金体系の具体的内容 

 

 

 個々人の希望を反映したキャリアアップにおいて、評価機能としての人事考課制度、そ

して評価を踏まえた賃金変更が行われます。 

 人事考課においては、キャリアアップシステムの理念である人材の養成という観点から、

養成された人材を活用につなげていく人事考課が目指されます。そのためには、従来的な

人事考課、賞与や昇給を第一義とした従業員間の相対比較で行われる密室的な考課ではな

く、人材の育成と活用を目標として、事業所において期待される職能像から導き出される

各段階の職務基準に照らし合わせた具体的な判断基準をあらかじめ用意し、その職務基準

を公開して、オープンな絶対考課を行うことが重要となります。こうした人事考課での評

価を踏まえた賃金体系に則って、従業員の賃金が変更されます。 

 本事業では賃金体系として一案を提示し、加えて「厚生労働省の指針に基づき国家公務

員の福祉職給与表を参考にした望ましい介護職賃金表計算プログラム」という形で従業員

への給与を年令や学歴などさまざまな要因からシミュレートするプログラムをＣＤ－ＲＯ

Ｍに収録しています。 

 

 

１）賃金体系の基本的構成 

 

本事業では、国家公務員の福祉職俸給表を参考として（以下「給与表」）、級・号俸と手

当による賃金体系を、各施設において作成する賃金体系として説明しています。 

 給与表とは、級と号俸からなる具体的な基本給額のある数表です。職務の種類によって

分かれています。 

 級とは、職務段階に応じて定められ、給与額決定の基本をなす仕組みです。本事業にお

ける扱いについては、等級をもとに考えています。これは各施設において独自に調整して

ください。 

 号俸とは、級の中に設けられる仕組みで、勤続年数や職務成果、経験によって号数が上

方に決定され、給与に反映されます。 

 手当とは、給与のほかに設定されるもので、扶養手当や夜勤手当など、給与を補完する

ためのさまざまな手当を用意しています。 
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個人の給与が決定するまでの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 
適用する給与表の決定 

 
給 与 表 

 
個人の給与の決定 
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号俸の決定 
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（個人による手当の届出） 
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２）給与の変更 

 級と号俸によって決定される給与は、それぞれの変更によって給与額が変わります。 

 級をより上位の級に変更することを「昇格」、号俸をより上位の号俸に変更することを「昇

給」といい、ともに勤務成績が良好な職員に対して行います。 

 

給与の変更の仕組み 

 

   

  

 

  従事する職務の種類    職務内容と責任の程度   資格、学歴免許、経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原則として一級上位へ    対応号俸等の号俸 
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昇 給 
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級の決定 
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 号俸の決定 
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３）厚生労働省の指針に基づき国家公務員の福祉職給与表を参考にした望ましい介護職賃

金表計算プログラム 
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６．雇用に係るコンプライアンス 

 

 

１）雇用契約時のコンプライアンス 

 

介護職員の定着・育成を進めるうえで、労働基準法、労働安全衛生法などの労働関係法

令を遵守し、適切な雇用管理を行うことが大切です。ここでは、新入職員を雇い入れる際

の雇用契約時の法令遵守（コンプライアンス）項目について示します。 

 

（１）労働基準法、労働安全衛生法の規定によるもの 

①国籍、信条、社会的身分による差別の禁止（労働基準法（以下労基法と記す）第3条） 

使用者は労働者の国籍、信条、又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間、

解雇その他の労働条件についての差別的取扱いは禁止されている。 

②男女同一賃金の原則（労基法第4条） 

女性であることを理由に賃金の差別は禁止される。ただし従事する職務、雇用形

態（正社員、パート、契約社員など）、責任と権限、資格、勤務実態等が異なれば

違反とはされない。 

③労働基準法で定める基準に満たない労働条件を定める労働契約は無効（労基法第13条）。 

無効となった部分については労基法に定める基準が適用される。なお、個別契約

に対する規制の法的効力の順位は法律上以下のとおりと定められている。 

第1位 法令 

第2位 労働協約 

第3位 就業規則 

第4位 労働契約 

④労働契約の期間（労基法第14条） 

労働契約の期間は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期

間を定めるもののほかは3年（特定の業務に就く者を雇い入れる場合や、満60歳以上

の者を雇い入れる場合は5年）を超えないこととされている。 

 

労働契約 

・期間の定めのない契約 

・期間の定めのある契約 

原則：3年を超えてはならない 

例外：3年を超えて契約することが認められるもの 

1.一定の事業の完了に必要な期間を定めるもの 

｛例｝土木工事等の有期的事業で、その事業の終期までの期間を定める契約 

2.第70条による職業訓練のため長期の訓練期間を要するもの 




